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平成 22年５月 12日 

各  位 

 

会 社 名 イー・アクセス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 深田 浩仁 

     （コード：9427、東証第一部） 

問合せ先 常務執行役員兼経理本部長 山中 初 

 （TEL．03－3588－7570） 

 

ストックオプション（新株予約権）の付与に関するお知らせ 

 

イー・アクセス株式会社（本社：東京都港区、代表：深田浩仁、以下「当社」）は、平成 22

年５月 12 日開催の取締役会において、下記のとおり、会社法第 236 条、第 237 条及び第 239

条の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員に対して、ストックオプ

ションとして新株予約権を無償で発行すること、募集事項の決定を当社取締役会に委任するこ

と、並びに当社取締役及び当社監査役に対する報酬等として会社法第 361 条及び第 387 条に定

める事項の承認を求める議案を、平成 22年６月 24日開催予定の当社第 11回定時株主総会に提

案することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

1. ストックオプション制度を導入する目的及び有利なる条件による発行を必要とする理由 

当社及び当社子会社の取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や志気を高め、当社及び

当社子会社の監査役の適切な監査に対する意識を高めることにより、当社グループの健全

な経営と社会的信頼の向上を図ることを目的として、以下の要領により当社及び当社子会

社の取締役、監査役及び従業員に新株予約権を特に有利な条件で発行するものであります。 

 

2. 新株予約権発行の要領 

当社が発行することを予定している第９回新株予約権の要領は、別紙１、２及び３に記載

のとおりであります。 

 

（注） 上記の内容については、平成 22年６月 24日開催予定の当社第 11回定時株主総会にお

いて、承認可決されることを条件といたします。 

 

以上 
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別 紙１ 

 （Ａ10グループ） 

新株予約権の募集事項 

 

１．募集新株予約権の数 

18,500 個を上限として、取締役会が定める。 

  

２．募集新株予約権の払込金額 

新株予約権と引換えに払込みを要しない。 

 

３．募集新株予約権の割当日 

新株予約権発行の株主総会決議の日から１年以内の範囲で、当社取締役会が定める。 

 

４．募集新株予約権の内容 

(1) 新株予約権の目的である株式の種類および数 

各新株予約権の目的である株式（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式１株

とする。 

 

なお、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、未行使の新株予約権の付

与株式数を以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを

切り捨てる。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

 

(2) 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される新株予約権

の行使に際して払込みをすべき１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に、付与

株式数を乗じた金額とする。 

 

行使価額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を

除く｡）の㈱東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に 1.05 を乗じた金額と

し、100 円未満の端数は切り捨てる。 

ただし、当該金額が新株予約権付与契約書締結日の終値（取引が成立しない場合はそれ

に先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

 

なお、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額を以下に定める

算式により調整し、調整の結果生じる 1円未満の端数は、これを切り捨てる。 

                                                    1 

    調整後行使価額＝調整前行使価額× ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

                                             分割・併合の比率 

 

また、当社が、当社普通株式の時価（下記(E) に定義する。以下同じ。）を下回る払込

金額で新株を発行する場合（新株予約権の行使の場合を除く。）または、当社普通株式の

時価を下回る転換価額もしくは行使価額（転換・取得の目的となる当社普通株式の１株あ

たりの払込金額をいう。以下同じ。）で当社の普通株式に転換もしくは当社の普通株式に 
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別 紙１ 

 （Ａ10グループ） 

 

ついての新株予約権を行使することのできる有価証券を発行する場合には、行使価額を以

下の調整式により調整する。ただし、当社の従業員・役員もしくは当社協力者に対して付

与されるストックオプションの発行およびそのストックオプションの行使の結果として

新株発行がなされる場合を除く。 

 

調整後   調整前     発行済      新規発行普通株式数 × 一株あたりの払込金額 

行使価額＝ 行使価額 ×  普通株式総数 ＋           時価           

              発行済普通株式総数 ＋ 新規発行普通株式数 

 

ただし、上記の算式において、 

(A) 「調整前行使価額」とは、調整後行使価額が有効になる日の前日の行使価額をい

う。 

(B) 「発行済普通株式総数」とは、(a)新株発行または有価証券発行の場合において新

株または有価証券の割当日が定められている場合には、当該割当日の前日におけ

る発行済普通株式の総数、(b)その他の場合には、調整後行使価額が有効となる日

の一ヶ月前の日における発行済普通株式の総数、をいう。なお、当社の普通株式

に転換または当社の普通株式についての新株予約権を行使することのできる有価

証券が発行されている場合にあっては、当該有価証券をその時点で有効な価額に

より転換・行使した場合に取得・発行される普通株式の数を含む。 

(C) 「一株あたりの払込金額」とは、(a)時価を下回る払込金額で新株が発行される場

合にあっては当該新株につき支払われる払込金額（金銭以外の財産による払込の

場合には適正な評価額）、(b)時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換ま

たは当社の普通株式についての新株予約権を行使することのできる有価証券を発

行する場合にあっては当該価額、をいう。 

(D) 「新規発行普通株式数」とは、(a)時価を下回る払込金額で新株が発行される場合

にあっては、発行される普通株式の数、(b)時価を下回る価額をもって当社の普通

株式に転換または当社の普通株式についての新株予約権を行使することのできる

有価証券を発行する場合にあっては、当該有価証券を当初の価額により転換・行

使した場合に取得・発行される普通株式の数をいう。 

(E) 「時価」とは、以下に定める行使価額の調整の効力発生日に先立つ 45取引日目に

始まる30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値

（取引の成立しない日を除く。）の平均値とする。平均値に１円未満の端数が生じ

る場合にはこれを切り上げるものとする。 

行使価額の調整の効力発生日は以下のとおりとする。 

(F) 新株が時価を下回る払込金額をもって発行される場合、「調整後行使価額」は、当

該新株の払込期日から効力を生じる。ただし、新株が株主に割り当てられる場合

は、割当日の翌日から効力を生じる。 

(G) 普通株式の株式分割によって新株が発行される場合は、当該株式分割の基準日の

翌日から効力を生じる。ただし、剰余金の資本組み入れとともに行う株式分割に

よる新株発行の場合に、当該剰余金の資本組み入れの決議をする株主総会の終結

の日以前の日を株式分割の基準日とする場合には、当該株主総会の終結の日の翌 
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別 紙１ 

 （Ａ10グループ） 

 

日に効力を生じるものとする。 

(H) 時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換または当社の普通株式について

の新株予約権を行使することのできる有価証券を発行する場合は、その有価証券

の発行日の翌日から効力を生じるものとする。ただし、当該有価証券が株主に割

り当てられる場合には割当日の翌日から効力を生じる。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場

合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行

使価額の調整を必要とする場合は、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができ

る。 

 

(3) 新株予約権を行使することができる期間 

割当日から新株予約権発行の取締役会決議の日（以下「決議日」という。）の 10 年後

の応当日まで。ただし、下記の制限に従う。 

① 割当日から決議日の２年後の応当日までは、新株予約権付与契約書により行使が認

められる場合のみ行使することができる。 

② 決議日の２年後の応当日の翌日から決議日の３年後の応当日までは、割り当てられ

た新株予約権の個数の４分の１について、行使することができる｡ 

③ 決議日の３年後の応当日の翌日から決議日の４年後の応当日までは、割り当てられ

た新株予約権の個数の２分の１について、行使することができる｡ 

④ 決議日の４年後の応当日の翌日から決議日の10年後の応当日までは､割り当てられ

た新株予約権の個数のすべてについて、行使することができる｡ 

 

(4) 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権は、割り当てられた新株予約権の個数の一部につき、これを行使するこ

とができるものとする。ただし、各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数

が当社の１株の整数倍となる場合に限り、これを行うことができる。 

② 新株予約権の行使価額の年間の合計額が金 1200 万円（新株予約権付与契約締結後

に法令の改正により、税制適格要件のひとつである年間行使価額の上限金額が変更さ

れた場合には、その変更後の上限金額。以下「行使上限額」という。）を上回らない範

囲で行使することができる。新株予約権付与契約書に定める新株予約権数に行使価額

を乗じた金額が、新株予約権付与契約書に定める行使可能な期間の各年の行使上限数

に行使価額を乗じた金額の合計を上回る場合であっても、行使可能な期間の各年には、

各年の法令の定めによる行使上限額を限度としてのみ新株予約権を行使することがで

きる。 

③ 新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株発行請求書」に必

要事項を記入し、記名捺印のうえ、新株予約権証券とともに、これを当社宛に提出す

るものとする。ただし、新株予約権証券が発行されていない場合または新株予約権証

券が当社に預託されている場合には、新株予約権証券の提出を要しない。 

④ 前号の請求書の提出とともに、新株予約権の行使により取得する株式の払込金額の

全額を、現金にて当社の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとす

る。 

⑤ 新株予約権の権利行使により受ける経済的利益に対して源泉所得税が課せられる

場合には、当社の請求に基づき、源泉徴収税額を当社の指定する口座に当社の指定す 
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別 紙１ 

 （Ａ10グループ） 

 

る日時までに振り込むものとする。 

 

(5) 会社が新株予約権を取得することができる事由 

① 当社は、取締役会の決議により、行使し得なくなった新株予約権を無償で取得し、

消却することができるものとする。 

② 当社につき合併、株式交換、株式移転もしくは会社分割またはこれに類する組織再

編が生じ、または登録取消、上場廃止等により、当社の普通株式がいずれの店頭市場、

証券取引所でも取引されなくなった場合で、当社取締役会が必要と認めるときは、新

株予約権の全部を無償または取締役会の決定する価額で取得し、消却することができ

る。 

 

(6) 組織再編時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割（当社が分割会社

となる場合に限る。）、新設分割、株式交換（当社が完全子会社になる場合に限る。）また

は株式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織

再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することと

する。この場合においては、本新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件

に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限

るものとする。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有

する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、第(1)項に準じて決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案の上、合理的な調整をした金額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

第(3)項に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第(3)項に定める本新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準

備金に関する事項 

第(9)項に準じて決定する。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

⑧ 再編対象会社による新株予約権の取得 

第(5)項に準じて決定する。 
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別 紙１ 

 （Ａ10グループ） 

  

(7) 新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

 

(8) 新株予約権証券の発行 

 新株予約権証券は、新株予約権者の請求がある時に限り発行する。 

 

(9) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および

資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社

計算規則第 17 条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金

額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端数を切上げた額とする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、

前号記載の資本金等増加限度額から前号に定める増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

 

５．新株予約権の割当を受ける者 

平成 22年７月１日現在の当社及び当社子会社の取締役及び従業員の中から、当社取締役会

が定める。 

 

６．その他 

募集新株予約権に関するその他の事項については、当社取締役会が定める。 

 

以 上 
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別 紙２ 

（Ｎ６グループ） 

新株予約権の募集事項 

 

１．募集新株予約権の数 

49,000 個を上限として、取締役会が定める。 

  

２．募集新株予約権の払込金額 

新株予約権と引換えに払込みを要しない。 

 

３．募集新株予約権の割当日 

新株予約権発行の株主総会決議の日から１年以内の範囲で、当社取締役会が定める。 

 

４．募集新株予約権の内容 

(1) 新株予約権の目的である株式の種類および数 

各新株予約権の目的である株式（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式１株

とする。 

 

なお、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、未行使の新株予約権の付

与株式数を以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを

切り捨てる。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

 

(2) 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される新株予約権

の行使に際して払込みをすべき１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に、付与

株式数を乗じた金額とする。 

 

 

行使価額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を

除く｡）の㈱東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に 1.05 を乗じた金額と

し、100 円未満の端数は切り捨てる。 

ただし、当該金額が新株予約権付与契約書締結日の終値（取引が成立しない場合はそれ

に先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

 

なお、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額を以下に定める

算式により調整し、調整の結果生じる 1円未満の端数は、これを切り捨てる。 

                                                    1 

    調整後行使価額＝調整前行使価額× ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

                                             分割・併合の比率 

 

また、当社が、当社普通株式の時価（下記(E) に定義する。以下同じ。）を下回る払込

金額で新株を発行する場合（新株予約権の行使の場合を除く。）または、当社普通株式の

時価を下回る転換価額もしくは行使価額（転換・取得の目的となる当社普通株式の１株あ 
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たりの払込金額をいう。以下同じ。）で当社の普通株式に転換もしくは当社の普通株式に

ついての新株予約権を行使することのできる有価証券を発行する場合には、行使価額を以

下の調整式により調整する。ただし、当社の従業員・役員もしくは当社協力者に対して付

与されるストックオプションの発行およびそのストックオプションの行使の結果として

新株発行がなされる場合を除く。 

 

調整後   調整前     発行済      新規発行普通株式数 × 一株あたりの払込金額 

行使価額＝ 行使価額 ×  普通株式総数 ＋           時価           

              発行済普通株式総数 ＋ 新規発行普通株式数 

 

ただし、上記の算式において、 

(A) 「調整前行使価額」とは、調整後行使価額が有効になる日の前日の行使価額をい

う。 

(B) 「発行済普通株式総数」とは、(a)新株発行または有価証券発行の場合において新

株または有価証券の割当日が定められている場合には、当該割当日の前日におけ

る発行済普通株式の総数、(b)その他の場合には、調整後行使価額が有効となる日

の一ヶ月前の日における発行済普通株式の総数、をいう。なお、当社の普通株式

に転換または当社の普通株式についての新株予約権を行使することのできる有価

証券が発行されている場合にあっては、当該有価証券をその時点で有効な価額に

より転換・行使した場合に取得・発行される普通株式の数を含む。 

(C) 「一株あたりの払込金額」とは、(a)時価を下回る払込金額で新株が発行される場

合にあっては当該新株につき支払われる払込金額（金銭以外の財産による払込の

場合には適正な評価額）、(b)時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換ま

たは当社の普通株式についての新株予約権を行使することのできる有価証券を発

行する場合にあっては当該価額、をいう。 

(D) 「新規発行普通株式数」とは、(a)時価を下回る払込金額で新株が発行される場合

にあっては、発行される普通株式の数、(b)時価を下回る価額をもって当社の普通

株式に転換または当社の普通株式についての新株予約権を行使することのできる

有価証券を発行する場合にあっては、当該有価証券を当初の価額により転換・行

使した場合に取得・発行される普通株式の数をいう。 

(E) 「時価」とは、以下に定める行使価額の調整の効力発生日に先立つ 45取引日目に

始まる30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値

（取引の成立しない日を除く。）の平均値とする。平均値に１円未満の端数が生じ

る場合にはこれを切り上げるものとする。 

行使価額の調整の効力発生日は以下のとおりとする。 

(F) 新株が時価を下回る払込金額をもって発行される場合、「調整後行使価額」は、当

該新株の払込期日から効力を生じる。ただし、新株が株主に割り当てられる場合

は、割当日の翌日から効力を生じる。 

(G) 普通株式の株式分割によって新株が発行される場合は、当該株式分割の基準日の

翌日から効力を生じる。ただし、剰余金の資本組み入れとともに行う株式分割に

よる新株発行の場合に、当該剰余金の資本組み入れの決議をする株主総会の終結 
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の日以前の日を株式分割の基準日とする場合には、当該株主総会の終結の日の翌

日に効力を生じるものとする。 

(H) 時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換または当社の普通株式について

の新株予約権を行使することのできる有価証券を発行する場合は、その有価証券

の発行日の翌日から効力を生じるものとする。ただし、当該有価証券が株主に割

り当てられる場合には割当日の翌日から効力を生じる。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場

合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行

使価額の調整を必要とする場合は、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができ

る。 

 

(3) 新株予約権を行使することができる期間 

割当日から新株予約権発行の取締役会決議の日（以下「決議日」という。）の 10 年後

の応当日まで。ただし、下記の制限に従う。 

① 割当日から決議日の２年後の応当日までは、新株予約権付与契約書により行使が認

められる場合のみ行使することができる。 

② 決議日の２年後の応当日の翌日から決議日の３年後の応当日までは、割り当てられ

た新株予約権の個数の４分の１について、行使することができる｡ 

③ 決議日の３年後の応当日の翌日から決議日の４年後の応当日までは、割り当てられ

た新株予約権の個数の２分の１について、行使することができる｡ 

④ 決議日の４年後の応当日の翌日から決議日の10年後の応当日までは､割り当てられ

た新株予約権の個数のすべてについて、行使することができる｡ 

 

(4) 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権は、割り当てられた新株予約権の個数の一部につき、これを行使するこ

とができるものとする。ただし、各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数

が当社の１株の整数倍となる場合に限り、これを行うことができる。 

② 新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株発行請求書」に必

要事項を記入し、記名捺印のうえ、新株予約権証券とともに、これを当社宛に提出す

るものとする。ただし、新株予約権証券が発行されていない場合または新株予約権証

券が当社に預託されている場合には、新株予約権証券の提出を要しない。 

③ 前号の請求書の提出とともに、新株予約権の行使により取得する株式の払込金額の

全額を、現金にて当社の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとす

る。 

④ 新株予約権の権利行使により受ける経済的利益に対して源泉所得税が課せられる

場合には、当社の請求に基づき、源泉徴収税額を当社の指定する口座に当社の指定す

る日時までに振り込むものとする。 

 

(5) 会社が新株予約権を取得することができる事由 

① 当社は、取締役会の決議により、行使し得なくなった新株予約権を無償で取得し、

消却することができるものとする。 

② 当社につき合併、株式交換、株式移転もしくは会社分割またはこれに類する組織再

編が生じ、または登録取消、上場廃止等により、当社の普通株式がいずれの店頭市場、 
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証券取引所でも取引されなくなった場合で、当社取締役会が必要と認めるときは、新

株予約権の全部を無償または取締役会の決定する価額で取得し、消却することができ

る。 

 

(6) 組織再編時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割（当社が分割会社

となる場合に限る。）、新設分割、株式交換（当社が完全子会社になる場合に限る。）また

は株式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織

再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することと

する。この場合においては、本新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件

に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限

るものとする。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有

する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、第(1)項に準じて決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案の上、合理的な調整をした金額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

第(3)項に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第(3)項に定める本新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準

備金に関する事項 

第(9)項に準じて決定する。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

⑧ 再編対象会社による新株予約権の取得 

第(5)項に準じて決定する。 

 

(7) 新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

 

(8) 新株予約権証券の発行 

 新株予約権証券は、新株予約権者の請求がある時に限り発行する。 

 

(9) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および 
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資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社

計算規則第 17 条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金

額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端数を切上げた額とする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、

前号記載の資本金等増加限度額から前号に定める増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

 

５．新株予約権の割当を受ける者 

平成 22年７月１日現在の当社及び当社子会社の取締役及び従業員の中から、当社取締役会

が定める。 

 

６．その他 

募集新株予約権に関するその他の事項については、当社取締役会が定める。 

 

以 上 
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新株予約権の募集事項 

 

１．募集新株予約権の数 

2,500 個を上限として、取締役会が定める。 

  

２．募集新株予約権の払込金額 

新株予約権と引換えに払込みを要しない。 

 

３．募集新株予約権の割当日 

新株予約権発行の株主総会決議の日から１年以内の範囲で、当社取締役会が定める。 

 

４．募集新株予約権の内容 

(1) 新株予約権の目的である株式の種類および数 

各新株予約権の目的である株式（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式１株

とする。 

 

なお、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、未行使の新株予約権の付

与株式数を以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを

切り捨てる。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

 

(2) 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される新株予約権

の行使に際して払込みをすべき１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に、付与

株式数を乗じた金額とする。 

 

行使価額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を

除く｡）の㈱東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に 1.05 を乗じた金額と

し、100 円未満の端数は切り捨てる。 

ただし、当該金額が新株予約権付与契約書締結日の終値（取引が成立しない場合はそれ

に先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

 

なお、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額を以下に定める

算式により調整し、調整の結果生じる 1円未満の端数は、これを切り捨てる。 

                                                    1 

    調整後行使価額＝調整前行使価額× ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

                                             分割・併合の比率 

 

また、当社が、当社普通株式の時価（下記(E) に定義する。以下同じ。）を下回る払込

金額で新株を発行する場合（新株予約権の行使の場合を除く。）または、当社普通株式の

時価を下回る転換価額もしくは行使価額（転換・取得の目的となる当社普通株式の１株あ

たりの払込金額をいう。以下同じ。）で当社の普通株式に転換もしくは当社の普通株式に 
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ついての新株予約権を行使することのできる有価証券を発行する場合には、行使価額を以

下の調整式により調整する。ただし、当社の従業員・役員もしくは当社協力者に対して付

与されるストックオプションの発行およびそのストックオプションの行使の結果として

新株発行がなされる場合を除く。 

 

調整後   調整前     発行済      新規発行普通株式数 × 一株あたりの払込金額 

行使価額＝ 行使価額 ×  普通株式総数 ＋           時価           

              発行済普通株式総数 ＋ 新規発行普通株式数 

 

ただし、上記の算式において、 

(A) 「調整前行使価額」とは、調整後行使価額が有効になる日の前日の行使価額をい

う。 

(B) 「発行済普通株式総数」とは、(a)新株発行または有価証券発行の場合において新

株または有価証券の割当日が定められている場合には、当該割当日の前日におけ

る発行済普通株式の総数、(b)その他の場合には、調整後行使価額が有効となる日

の一ヶ月前の日における発行済普通株式の総数、をいう。なお、当社の普通株式

に転換または当社の普通株式についての新株予約権を行使することのできる有価

証券が発行されている場合にあっては、当該有価証券をその時点で有効な価額に

より転換・行使した場合に取得・発行される普通株式の数を含む。 

(C) 「一株あたりの払込金額」とは、(a)時価を下回る払込金額で新株が発行される場

合にあっては当該新株につき支払われる払込金額（金銭以外の財産による払込の

場合には適正な評価額）、(b)時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換ま

たは当社の普通株式についての新株予約権を行使することのできる有価証券を発

行する場合にあっては当該価額、をいう。 

(D) 「新規発行普通株式数」とは、(a)時価を下回る払込金額で新株が発行される場合

にあっては、発行される普通株式の数、(b)時価を下回る価額をもって当社の普通

株式に転換または当社の普通株式についての新株予約権を行使することのできる

有価証券を発行する場合にあっては、当該有価証券を当初の価額により転換・行

使した場合に取得・発行される普通株式の数をいう。 

(E) 「時価」とは、以下に定める行使価額の調整の効力発生日に先立つ 45取引日目に

始まる30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値

（取引の成立しない日を除く。）の平均値とする。平均値に１円未満の端数が生じ

る場合にはこれを切り上げるものとする。 

行使価額の調整の効力発生日は以下のとおりとする。 

(F) 新株が時価を下回る払込金額をもって発行される場合、「調整後行使価額」は、当

該新株の払込期日から効力を生じる。ただし、新株が株主に割り当てられる場合

は、割当日の翌日から効力を生じる。 

(G) 普通株式の株式分割によって新株が発行される場合は、当該株式分割の基準日の

翌日から効力を生じる。ただし、剰余金の資本組み入れとともに行う株式分割に

よる新株発行の場合に、当該剰余金の資本組み入れの決議をする株主総会の終結

の日以前の日を株式分割の基準日とする場合には、当該株主総会の終結の日の翌 
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日に効力を生じるものとする。 

(H) 時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換または当社の普通株式について

の新株予約権を行使することのできる有価証券を発行する場合は、その有価証券

の発行日の翌日から効力を生じるものとする。ただし、当該有価証券が株主に割

り当てられる場合には割当日の翌日から効力を生じる。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場

合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行

使価額の調整を必要とする場合は、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができ

る。 

 

(3) 新株予約権を行使することができる期間 

割当日から新株予約権発行の取締役会決議の日（以下「決議日」という。）の 10 年後

の応当日まで。ただし、下記の制限に従う。 

① 割当日から決議日の２年後の応当日までは、新株予約権付与契約書により行使が認

められる場合のみ行使することができる。 

② 決議日の２年後の応当日の翌日から決議日の３年後の応当日までは、割り当てられ

た新株予約権の個数の４分の１について、行使することができる｡ 

③ 決議日の３年後の応当日の翌日から決議日の４年後の応当日までは、割り当てられ

た新株予約権の個数の２分の１について、行使することができる｡ 

④ 決議日の４年後の応当日の翌日から決議日の10年後の応当日までは､割り当てられ

た新株予約権の個数のすべてについて、行使することができる｡ 

 

(4) 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権は、割り当てられた新株予約権の個数の一部につき、これを行使するこ

とができるものとする。ただし、各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数

が当社の１株の整数倍となる場合に限り、これを行うことができる。 

② 新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株発行請求書」に必

要事項を記入し、記名捺印のうえ、新株予約権証券とともに、これを当社宛に提出す

るものとする。ただし、新株予約権証券が発行されていない場合または新株予約権証

券が当社に預託されている場合には、新株予約権証券の提出を要しない。 

③ 前号の請求書の提出とともに、新株予約権の行使により取得する株式の払込金額の

全額を、現金にて当社の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとす

る。 

④ 新株予約権の権利行使により受ける経済的利益に対して源泉所得税が課せられる

場合には、当社の請求に基づき、源泉徴収税額を当社の指定する口座に当社の指定す

る日時までに振り込むものとする。 

 

(5) 会社が新株予約権を取得することができる事由 

① 当社は、取締役会の決議により、行使し得なくなった新株予約権を無償で取得し、

消却することができるものとする。 

② 当社につき合併、株式交換、株式移転もしくは会社分割またはこれに類する組織再

編が生じ、または登録取消、上場廃止等により、当社の普通株式がいずれの店頭市場、

証券取引所でも取引されなくなった場合で、当社取締役会が必要と認めるときは、新 
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株予約権の全部を無償または取締役会の決定する価額で取得し、消却することができ

る。 

 

(6) 組織再編時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割（当社が分割会社

となる場合に限る。）、新設分割、株式交換（当社が完全子会社になる場合に限る。）また

は株式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織

再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することと

する。この場合においては、本新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件

に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限

るものとする。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有

する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、第(1)項に準じて決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案の上、合理的な調整をした金額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

第(3)項に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第(3)項に定める本新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準

備金に関する事項 

第(9)項に準じて決定する。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。 

⑧ 再編対象会社による新株予約権の取得 

第(5)項に準じて決定する。 

 

(7) 新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

 

(8) 新株予約権証券の発行 

 新株予約権証券は、新株予約権者の請求がある時に限り発行する。 

 

(9) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および 
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資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社

計算規則第 17 条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金

額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端数を切上げた額とする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、

前号記載の資本金等増加限度額から前号に定める増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

 

５．新株予約権の割当を受ける者 

平成 22 年７月１日現在の当社及び当社子会社の監査役の中から、当社取締役会が定める。

なお、当社取締役会は、当社監査役への割当については、当社監査役の協議に従うものとす

る。 

 

６．その他 

募集新株予約権に関するその他の事項については、当社取締役会が定める。 

 

以 上 

 


